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，公務
員給与水準にできるだけ広い民間給与の実態を反映













































































































































































































































































































































出典： 人事院ＨＰ「平成18年人事院勧告」別紙第１  職員の給与に関する報告 別表第４官民給与の比較におけ
る対応関係及び人事院規則 9－8（初任給，昇格，昇給等の基準）別表第１  標準職務表（第３条関係）
イ 行政職俸給表（一）級別標準職務表から筆者作成
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告書では，「中長期的課題として，個人別支給額の
把握を含む特別給の調査方法や，官民比較の在り方
について，引き続き検討を行っていくことも必要で
ある」としている。
給与比較研究会報告書が取りまとめられた時点で
最新の2005（平成17）年人事院勧告の際の調査に
よると，民間における特別給の年間支給額は，事
務・技術関係職種の従業員で平均所定内給与月額の
4.47月分，技能・労務関係職種の従業員で同3.95月
分であった。これを国家公務員の人員構成に合わせ
て算出すると4.46月分としていることから，国家公
務員においては，事務・技術関係職種に相当する職
種の占める割合は100％近いと推測できる28。
本来であれば，同種・同等比較の原則から，民間
における特別給の支給月数の算定に当たって対象と
なる従業員は，事務・技術関係職種の再雇用者を除
いた従業員に限定すべきであると筆者は考える。
5.6　その他
　現行の官民給与比較においては，行政職俸給表
（一）適用職種を公務の代表職種として，民間のデ
スクワークを行う事務・技術関係職種の従業員と比
較を行っている。
官民給与比較を行う国家公務員職種の変遷は表４
のとおりである。
税務職及び公安職の職種は，そもそも民間には
類似職種が存在しない。医師，教師，自動車運転
手等の民間に類似職種が存在する職種については，
2004（平成16）年に国立大学の法人化，国立病院
等の独立行政法人化により，公務員数が非常に少な
くなってきている29。
仮に，行政職俸給表（一）適用職種以外の職種の
官民給与比較を行うにしても，官民双方のデータ数
が非常に少ないことから，ラスパイレス方式による
精確な比較が難しいことを理由として，給与比較研
究会報告書では，「民間給与実態調査で調査した相
当職種の給与を参考にしつつ，基本的には行政職
（一）との職務の違いに基づいて，行政職俸給表（一）
の給与水準との均衡を考慮して，俸給表水準を定め
ることが適当である」としている。
行政職俸給表（一）の給与水準との均衡を考慮し
て，その他の俸給表の水準を定めることは非常に技
術的な方法である。現状は，職種別民間給与実態調
査で調査した相当職種の給与も参考にしているとの
ことだが，ここがブラックボックス化していること
で，国民には分かりにくい決定方法になっているこ
とは否めない。
一方で，表５のとおり，2019（平成31）年４月
１日現在の適用俸給表別人員（新規採用者等を除
く。）を見ると，行政職俸給表（一）に次いで適用
人員が多いのは税務職俸給表，公安職俸給表（二），
公安職俸給表（一）と民間に類似職種がない職種で
あり，類似職種がある職種の適用人員は非常に少数
であることから，費用対効果を考えると，給与比較
研究会報告書の意見に同調せざるを得ないと考え
る。
６．おわりに
以上，給与比較研究会報告書が示した，官民給与
表４　官民給与比較を行う国家公務員職種の変遷
出典：人事院編（2006：4）から筆者作成
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比較方法の見直しに当たっての３つの基本的な考え
方並びに官民給与比較方法についての６つの論点毎
の検討結果及び改善策について考察を行ってきた。
給与比較研究会の提言は，概ね妥当と考えられる
が，筆者としては，職種別民間給与実態調査の実施
方法について，①調査対象とする事業所の規模は，
企業規模100人以上，かつ，事業所規模50人以上へ
変更する，②本府省職員の比較対象を，「東京23区・
企業規模1,000人以上の本店事業所」へ引き上げる，
③特別給の支給月数の算定に当たって，対象とする
民間企業従業員は再雇用者を除いた事務・技術関係
職種に限定する，以上の３つを指摘した。特に，国
表５　適用俸給表別人員（新規採用者等を除く　平成31年４月１日現在）
出典： 人事院ＨＰ「令和元年人事院勧告」国家公務員給与の実態 ～平成31年国家公務員給与等実態調査の結
果概要～　② 適用俸給表別人員
家公務員の給与水準に与える影響が大きい①を改善
策として提言したい。
調査対象とする民間企業の規模については，「政
府部門の総人件費抑制」ありきで検討が行われ，
100人以上から50人以上への変更の提言がなされ，
そのとおり人事院によって実行されたと言わざるを
得ない。国家公務員の人数は，行政職俸給表（一）
適用者だけでも新規採用者等を含めれば14万人を
超えているわけであり，国家公務員の職務の性質や
人材確保の点なども考慮すべきと考える。
筆者は，①国家公務員は国民の生活を支え，安
全・安心を守る等の重要な役割を果たしている，②
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国家公務員採用試験申込者数が長期的に減少傾向に
ある，③国家公務員総合職試験及び一般職試験（大
卒程度試験）の採用内定者が内定を得た企業は，９
割以上が企業規模100人以上である，という現状に
鑑み，国家公務員の職務の性質や，労働市場におい
て国家公務員と競合する企業の規模を考慮して調査
対象企業を決定すべきであると考え，2005（平成
17）年までの企業規模100人以上，かつ，事業所規
模50人以上への変更を改善策として提言する。
　官民給与比較対象企業規模が100人以上から50人
以上に変更されたことについて，管見の限り先行研
究においては，批判するものはあるものの，具体的
な提言までは行われていない。論拠を示して具体的
な企業規模の提言をするのは，筆者が初めてと思わ
れる。
　ところで，国家公務員の給与水準の決定原則とし
ている「民間準拠」については，本稿4.1で，「現在
のところ，「民間準拠」に勝る方式はないと考えざ
るを得ない」との結論に至ったわけである。しかし
ながら，西村（1999：273）は，「人事院にも「模
範的雇用主」としての役割，その限りでは「民間準
拠」ではなく独自の政策によって「官民均衡」水準
を民間よりもリードする役割を期待したい。なぜな
ら，民間企業が「模範的な雇用主」として賃金管理
を行うことは少なく，そこにはさまざまな不公平が
生み出されているからであり，だからこそ，民間へ
も大きな影響力を持つ国家公務員の給与政策が「模
範的」となることの意味が大きいからである」と記
述している。筆者としても，国家公務員の給与水準
を決定する方式として「民間準拠」以外の方式を採
る可能性について，より掘り下げて考察することに
より，地方公務員も含めた公務員給与の在り方につ
いて，更に研究を進めてまいりたい。
注
１　国家公務員法及び地方公務員法における「給与」とは，
公務員に対しその勤務の対価として支給される一切の金
銭及び有価物を意味し，労働基準法における「賃金」と
同意義のものである。本稿においては，民間企業従業員
に対し支給される賃金を含め「給与」に統一する。
２　財務省ＨＰ「財政関係基礎データ（平成31年４月）」
によると，2018（平成30）年度末見込で国及び地方の長
期債務残高は約1,105兆円，対ＧＤＰ比200％である。
３　総務省は，2005（平成17）年9月28日付け総行給第
119号各都道府県知事・各指定都市市長・各人事委員会
委員長あて総務事務次官通知で要請した。
４　統計処理上の加重平均方法の１つ。国家公務員と民
間企業従業員では，役職段階，勤務地域，学歴，年齢階
層の構成が異なることから，民間企業従業員の構成が国
家公務員の構成と同一であると仮定した上で，民間企業
従業員の平均給与額を試算し比較する方法のこと。
５　中島（2007：8）は，「地域内の民間企業で働いている
従業員の給与に比べ，国家公務員や地方公務員としてそ
の地域で働いている人達の給与が高いということが，５，
６年前から言われています」としている。
６　調整手当は，それまで物価及び生計費に着目して地
域間調整を行っていた暫定手当を1967（昭和42）年に転
換して措置され，「民間における賃金，物価及び生計費が
特に高い地域で人事院規則で定めるものに在勤する職員
に支給する」（改正前の給与法第11条の３）とされてい
た。地域手当は，「当該地域における民間の賃金水準を基
礎とし，当該地域における物価等を考慮して人事院規則
で定める地域に在勤する職員に支給する」（改正後の同
法同条）とされ，より地域民間給与水準の反映に重きが
置かれた。
７　給与法で定める11種類17表の俸給表並びに「一般職
の任期付職員の採用及び給与の特例に関する法律」で定
める特定任期付職員俸給表，「一般職の任期付研究員の採
用，給与及び勤務時間の特例に関する法律」で定める第
一号任期付研究員俸給表及び第二号任期付研究員俸給表
である。
８　地方公務員法第７条第１項の規定により,47都道府県
及び20指定都市は人事委員会が必置とされている。ま
た，同条第２項の規定により，人口15万人以上の市及び
特別区は人事委員会又は公平委員会を選択設置するもの
とされ，現在，和歌山市は単独で，特別区は一部事務組
合により共同で人事委員会を設置している。
９　戦後の混乱期である国公法制定当初は，「食えるか，
食えないか」の時代であり，国家公務員給与は生計費を
重視し，独身男性18歳の標準生計費の額（高卒初任給）
と民間企業の取締役の平均給与額（局長給与）を指数曲
線で結ぶことにより俸給表を作成した。なお，「六三ベー
ス」とは，人事院による初めての勧告（1948（昭和23）
年12月10日）が6,307円であったことに由来する呼称であ
る。
10　民間給与の調査をより広範囲に行うことが可能と
なったことを踏まえ，国家公務員の平均生活水準を国民
の生活水準により細かく合わせていくよう，俸給表（15
級構成）の各職務の級について代表号俸を選定（原則中
位）し，当該級に格付けられた代表職種について民間の
給与を調査し，その結果を指数曲線で結ぶことにより俸
給表を作成した。
11　終戦直後には公務においても団体交渉制度が採られ
たが，1948（昭和23）年７月のマッカーサー書簡に基づ
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く政令201号によって，労働基本権が制約された。
12　西村（1999：232-259），稲継（2000：158-159）及び
圓生（2017：146-153）は，諸外国における公務員給与
決定方法の類型化を行っており，多くの国で労使交渉に
よる給与水準の決定が行われている。
13　自公連立政権下の2008（平成20）年６月に国家公務
員制度改革基本法が成立し，国家公務員への労働基本権
付与・拡大の方向性が確認された。その後，民主党政権
下の2011（平成23）年６月に国家公務員制度改革関連４
法案の１つとして，国家公務員の労働関係に関する法律
案が国会に提出された。この法案には，一般職の国家公
務員に労働協約締結権を付与し，給与などの主な勤務条
件については労使交渉で決めるという内容であったが，
自由民主党などの反対と政権交代により成立せずに廃案
となった。
14　全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基
準で比較するため，国の職員数（構成）を用いて，学歴
や経験年数の差による影響を補正し，国の行政職俸給表
（一）適用職員の俸給月額を100として計算した指数。
15　賃金センサスで定義する常用労働者のうち一般労働
者には，１か月を超える期間を定めて（2018（平成30）
年調査から「１か月以上の期間を定めて」に変更され
た。）雇用される非正規社員や，公務類似の職種ではな
い生産労働者，販売員等の様々な職種の従業員が含ま
れる。なお，賃金センサスを基にした常用労働者のう
ち一般労働者の2017（平成29）年の平均年収推計額は，
4,937.2千円（産業計・企業規模10人以上計）である。
16　国税庁の民間給与実態統計調査で対象となる給与所
得者には，勤務時間の少ないパートタイム労働者や，公
務類似の職種ではない生産労働者，販売員等の様々な職
種の従業員が含まれる。なお，同調査による2017（平成
29）年の１年を通じて勤務した給与所得者の１人当たり
平均給与額は，4,322千円（事業所規模１人以上）となっ
ている。
17　稲継（2005：168）は，「これは，給与較差をプラス
方向に導き，公務全体の給与水準の底上げとなる変更で
あったと考えられる」としている。
18　当時の経済財政諮問会議においては，民間議員４名
（牛尾治朗（ウシオ電機代表取締役会長），奥田碩（トヨ
タ自動車取締役会長），本間正明（大阪大学大学院教授）
及び吉川洋（東京大学大学院教授））が公務員の総人件
費の削減に向けて主導的立場にあった。また，早川・盛
永・松尾編著（2015：62）は，2006（平成18）年の調査
対象企業規模の拡大が人事院勧告に及ぼした影響につい
て，「この年，春闘の妥結状況は，厚生労働省調べによれ
ば，5,661円（定昇込み），率で1.79％であった。人事院
による官民格差算定は0.01％であったから，企業規模の
下方修正が勧告に反映し，基本給改定なし勧告になった
のは明らかであろう」としている。
19　2005（平成17）年秋以降，官民給与比較等に関する
国会における議論，閣議決定による人事院に対しての検
討要請，新聞報道等の論調が，比較対象企業規模を100
人未満にまで拡大することを求めるものであった。
20　早川・盛永・松尾編著（2015：82）は，「（前略）調査
対象産業にサービス業等を加えたことは，官民較差をマ
イナス方向に作用させることになることは間違いない」
としている。
21　早川・盛永・松尾編著（2015：82）は，「（前略）賃金
は労働条件の中で最も重要なものの一つであり，人材確
保にも影響する（後略）」としている。
22　1988（昭和63）年までは，係員については４要素に
加えて性別を比較要素としていた。
23　2006（平成18）年以降は，調整手当が地域手当に改
められたことから７区分とされ，2015（平成27）年以降
は，地域手当制度の見直しに伴い８区分とされた。
24　国家公務員として勤務した年数のほか，地方公務員
や民間企業で勤務した経験等がある者は前歴換算率（無
職の期間にも換算率がある。）で換算した年数を加えた
年数であることから，国家公務員としての勤続年数と同
じではない。
25　本府省の事務次官，局長，審議官，管区機関の長の
一部等については，当初，行政職俸給表（一）が適用さ
れており，1964（昭和39）年に指定職俸給表が新設され
た後，同俸給表が適用されている。これらの職員は官民
給与比較算定の対象とはされておらず，民間の役員報酬
を参考としつつ，他の俸給表と同様，行政職俸給表（一）
との均衡等を考慮して改定を行っている。
26　給与比較研究会報告書によると，職種別民間給与実
態調査上の事務・技術関係職種の従業員及び技能・労務
関係職種の従業員の定義は次のとおり。事務・技術関係
職種の従業員＝国家公務員の行政職（一），専門行政職，
研究職，教育職，医療職及び福祉職の各俸給表の適用者
に相当する者。技能・労務関係職種の従業員＝国家公務
員の行政職俸給表（二）の適用者に相当する者及び事務・
技術関係職種の従業員に該当しない工員，販売員等。
27　給与比較研究会報告書によると，公務のウエイトは，
事務・技術関係職種の従業員に相当する職種として「行
政職（二），海事職（二）以外の職員」，技能・労務関係
職種の従業員に相当する職種として「行政職（二），海
事職（二）の職員」の人員数で算定している。
28　2019（令和元）年人事院勧告の際の調査によると，
民間における特別給の年間支給額は，事務・技術関係職
種の従業員で平均所定内給与月額の4.52月分，技能・労
務関係職種の従業員で同3.92月分であった。これを国家
公務員の人員構成に合わせて算出すると4.51月分として
いる。
29　2004（平成16）年４月には，国立大学の法人化，国
立病院等の独立行政法人化により，人事院勧告の対象と
なる非現業の国家公務員が約17万７千人減少し，その際
に行政職俸給表（二）適用職員も大幅に減少した。なお，
これらの職員は，それぞれ労使交渉により給与決定を行
うことになっている。
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